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平成２９年度厚生労働科学研究費補助金（地域医療基盤開発推進研究事業） 

「地震、津波、洪水、土砂災害、噴火災害等の各災害に対応した 

BCP 及び病院避難計画策定に関する研究」 

分担研究報告書 

 

「宮城県における BCP や病院避難計画に盛り込むべき事例研究」 

研究分担者 山内 聡 （所属名；大崎市民病院 役職名；救命救急センター長） 

 

研究要旨 

平成 28 年度の報告書で、PDD を防ぐためには、非災害拠点病院も含めたBCP の整備とと

もに、ライフラインの途絶、医療物資不足、人的資源不足の対応、域内搬送計画は BCP に盛

り込む必要があると報告した。典型的な地方の一医療圏と考えられる大崎医療圏において、こ

れらの項目の整備状況について検討した。 

 大崎医療圏の 21 病院（災害拠点病院 1病院を含む）は、いずれも BCP は未整備であ

った。ライフラインの整備状況については、自家発電、  酸素備蓄の整備状況は高かったが、

水、ガス、通信に関する整備状況は低かった。医療物資については、医薬品を 3 日分以上備

蓄している病院は約半数あったが、医療資器材、域内搬送計画についての整備は少数の病

院に留まっていた。緊急連絡方法は、多くの病院で電話に頼っており、大規模災害時に運用

できるかどうか不明である。BCP の必要性に関する啓蒙とともに、具体的に制作を支援する必

要があると思われた。 

 

 

研究協力者氏名・所属機関名及び所                

属機関における職名 

佐々木 宏之 （東北大学 災害科学国際研究

所 災害医療国際協力学分野） 

 

Ａ．研究目的  

平成28年度の研究で、著者らは宮城県内の

147 病院のうち、調査の同意が得られた災害

拠点病院 14 病院と非災害拠点病院 82 病院

を調査対象病院として、防ぎえた災害死

（Preventable Disaster Death；PDD）に関

する訪問調査を施行した。その結果、PDD

を防ぐためには、非災害拠点病院も含めた

BCP の整備が求められ、ライフラインの途絶、

医療物資不足、人的資源不足の対応、域内搬

送計画は BCP に盛り込む必要があると報告し

た。 

平成 29 年度度は、研究分担者が所属する宮

城県大崎医療圏における①BCPの整備状況、

②ライフラインの整備状況、③医療物資の整備

状況、④人員の確保、⑤域内搬送計画、受援

計画について調査を行った。 

 

Ｂ．研究方法 

（倫理面への配慮） 

大崎医療圏は、宮城県北に位置し、大崎市を

含む1市4町で構成されている。大崎市の人口

総数は、宮城県内で仙台市、石巻市に続いて

3番目である。2015年の国勢調査において、大

崎医療圏の人口は、205,925人で宮城県の人
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口の8.8%を占める。2010年から2015年における

大崎医療圏の人口増減は-4,864人(-2.36％)

（宮城県； -0.61％）である。また、2015年にお

ける大崎医療圏の高齢化率(65歳以上）は、

28.7％（宮城県； 25.4％）となっており、人口減

少化、高齢化がすすんでいる典型的な地方の

一医療圏と考えられる。 

 大崎医療圏には、1つの災害拠点病院と20の

非災害拠点病院がある。21病院の病床数の内

訳、救急、災害に関する摘要は表1の通りであ

る。 

大崎医療圏の21病院に対し、災害対応に関

するアンケートを北部保健福祉事務所（大崎保

健所）経由で行い、集計した。 

非災害拠点病院の状況については、個々の

病院が同定されないように配慮した。 

 

 

表1. 大崎医療圏にある病院 

 

Ｃ．研究結果 

 非災害拠点病院における病床数別病院数

は、表 2 の通りで、一般病床をもつ病院は

12 病院、療養病床をもつ病院は 12病院（重

複あり）、精神病床をもつ病院はすべて単科

の精神科病院で 4病院であった。 

病院数
病床数

（中央値〔四分位範囲〕）

一般病床 12 45〔39.3-73.3〕

療養病床 12 41〔40-57〕

精神病床 4 153〔124.8-240〕
 

表 2. 病床種類別病院数（非災害拠点病院） 

 

① BCP の整備状況 

2017 年 12月現在で BCP整備済みの病院は0

病院で、作成中 1病院（災害拠点病院）、作

成予定 16 病院、予定なし 4 病院であった。

BCP 未整備の理由（複数回答あり）は、 

作製方法が分からない  8 

業務多忙のため  8 

必要性を感じない  2 

その他  3 

であった。 

 

② ライフラインの整備状況  

自家発電設備、酸素の備蓄を行っている病

院の割合は高かった。一方、水道設備、通信

設備の整備状況は遅れていた（表 3）。 

 

表 3. ライフラインの整備状況 
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③ 医療物資の整備状況 

医療物資については、医薬品を 3 日分以上

備蓄している病院は約半数あったが、医薬品

協定、医療資器材備蓄、協定を行っている病

院の割合は低かった（表 4）。 

 

表 4. 医療物資の整備状況 

 

④ 人員の確保 

全ての病院で緊急連絡方法の整備を行って

いたが、非災害拠点病院の中で、連絡方法に

ついては、電話 18 病院、メール 3 病院、そ

の他 1病院（重複あり）となっており、電話のみ

しか方法を整備していない病院が 16 病院と大

半を占めた（表 5）。 

 

表 5. 人員の確保 

 

⑤ 域内搬送計画、受援計画 

非災害拠点病院のうち、域内搬送計画ができ

ているのは3病院で、搬送先は、2病院が災害

拠点病院で、1 病院が系列病院であった。医

療チームの受入体制ができている病院はほと

んどなかった。（表 6） 

 

 

 

表 6.  域内搬送計画、受援計画 

 

⑥ 達成項目数 

上記 17 項目の達成項目数を検討した（表 6）。

一般病床／療養型病床病院の中央値は 7

〔6.25-9.75〕、精神病院の中央値は 7〔4-8.5〕

であった（図 7）。一般病床／療養型病床病院、

精神病院間で達成項目数に有意差は認めな

かった（p=0.52）。 

 

表 7.  達成項目数 

 

Ｄ．考察  

 東日本大震災後、BCPの重要性がうたわれ、

災害拠点病院においては、BCPの策定が義務

化された。大崎医療圏において、唯一の災

害拠点病院では、BCPを制作中であったが、

非災害拠点病院においては、まだどこも着

手しておらず、4病院においては制作の予定

もなかった。原因としては、作製方法が分

からない、業務多忙のためが多かったが、必要

性を感じないという病院もみられた。 

 昨年度の報告書で、PDD を防ぐためには、

非災害拠点病院も含めた BCP の整備とともに、

ライフラインの途絶、医療物資不足、人的資源
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不足の対応、域内搬送計画はBCPに盛り込む

必要があると報告した。典型的な地方の一医

療圏と考えられる大崎医療圏において、これら

の項目の整備状況について検討した。ライフラ

インの整備状況については、自家発電、  酸素

備蓄の整備状況は高かったが、水、ガス、通信

に関する整備状況は低かった。医療資器材、

域内搬送計画、受援計画についての整備も少

数の病院に留まっていた。緊急連絡方法は、

多くの病院で電話に頼っており、大規模災害

時に運用できるかどうか不明である。非災害拠

点病院における達成項目数は、一般病床／療

養型病床病院、精神病院間で有意差を認めな

かったが、それぞれの病院群内で病院間の達

成項目数には大きなばらつきを認めた。 

 BCP の必要性に関する啓蒙とともに、具体的

に制作を支援する必要があると思われた。宮

城県では、2018 年度に病院における業務継

続計画（BCP）策定セミナーを災害拠点病院

向け、災害拠点病院以外の病院向けに分け

て開催予定である。 

 

Ｅ．結論 

東日本大震災の経験から、非災害拠点病院

も含めた BCP の整備が求められ、ライフライン

の途絶、医療物資不足、人的資源不足、域内

搬送計画は BCP に盛り込む必要があると考え

られたが、現時点ではいずれも不十分であり、

具体的に制作を支援する必要があると思われ

た。 

 

Ｆ．健康危険情報 

なし 
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2.  学会発表   

（発表誌名巻号・頁・発行年等も記入） 

1) 佐々木宏之．災害に強い地域医療体制

を目指し、病院機能継続力を向上させ

る「チームのちから」．第 42 回日本外

科系連合学会学術集会（招待講演）．

2017 年 6月 30 日（徳島市）． 

2) 佐々木宏之．BCP について．医療事故・

紛争対応研究会 平成 29 年度北海道・

東北セミナー（招待講演）．2017 年 9 月

30 日（函館市）． 

3) 佐々木宏之，須田智美，江川新一．災
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害時の事業継続戦略に応じた医療機関

受援計画の立案について．第 23 回日本

集団災害医学会総会・学術集会（招待

講演）．2018 年 2 月 3日（横浜市）． 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

（予定を含む。） 

1. 特許取得；なし 

2. 実用新案登録；なし  

3. その他；なし  


